
平成２８年度公社等経営評価シート

１　法人の概要
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　事業概要 　
（単位：千円、％）

　

２　経営理念・経営目標 ３　代表者から県民の皆さまへ

  畜産経営は、近年、経営環境が厳しく、収益性が低下していることから、総合的な経営支援の充実強
化を図る。
　また、当協会の財政基盤の安定が重要であることから、補助・委託事業に積極的に取り組むとともに、
職員の育成強化を進める。

  当協会は、畜産経営の安定的な発展と、安全で安
心な畜産物を消費者に提供するため、各種の補助
事業や委託事業を実施し、本県の畜産経営体の支
援に積極的に取り組んでいます。
　さらに、総合的な経営支援を行う県内唯一の機関
として、畜産の経営や技術に関する支援・指導を通じ
て、本県の畜産振興に寄与しています。

肉用牛肥育経営の収益が悪化した場合に
補てん金を交付し、経営の安定を図る。

家畜伝染病の発生と蔓延防止のため予防
接種を支援し、経営の安定を図る。

繁殖雌牛の増頭の取組や高齢者等に対
処する肉用牛ヘルパー組織への支援によ
り畜産の振興を図る。

0.65

経営目標

全体事業（正味財産増減計算書：経常費用）
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つがるにしきた農業協同組合

畜産経営の安定向上及び安全で良質な畜産物の生産と流通に関する事業を行い、畜産の振興に寄与することを目的とする。
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　設立の目的・事業の目的

その他の事業

　当協会は、畜産経営の安定的発展により、安全で安心な畜産物を安定して消費者に提供するため、
畜産の総合的な支援・指導を行う畜産関係団体の中核組織としての役割を目指す。
　そのためには、経営基盤の安定と職員の育成確保が重要であることから、財政基盤の安定について
は、中期的視野に立った検討を行い、補助事業等を活用した積極的な事業展開による運営費確保を図
るとともに、職員の育成については、各種研修へ積極的に参加させ、能力向上を図る。
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一般社団法人　青森県畜産協会
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8,100

103,500 21.8 1.6全国農業協同組合連合会青森県本部 青森農業協同組合 7,500

1.739.0青森県

1.5八戸農業協同組合 ゆうき青森農業協同組合 7,050

15,250 3.2 1.1十和田おいらせ農業協同組合 五所川原市 5,450

1.1十和田市 公益社団法人青森県獣医師会 5,000

肉用牛肥育経営安定特別対策事業

主要事業名 平成25年度 平成27年度 内容

事業１
330,700

全体事業に占める割合

23.51

事業２
46,314

1.54

4,033,878

3,015,466

事業３
12,964

全体事業に占める割合

全体事業に占める割合 0.24

肉用牛経営安定対策補完事業 20,403 25,851

5,336,210

氏　　名　・　名　　称 氏　　名　・　名　　称

1,372,428

30.92

48,482

10.97

34,784

1.09

2,997,461

67.53

一般社団法人　青森県畜産協会

％

　　　　　うち県の出資等額 　　　　県の出資等比率

金額（千円）

75.59

4,438,774

2,612,602

0.86

２８．７．１ 現在

全体事業に占める割合

自主防疫推進事業

出資等比率（％）

資本金・基本金等

平成26年度

2.9

1,254,584



４　組織の状況

５　財務の状況
（単位：千円、％）

※上記カについては、長期プライムレートによる試算額

６　経営評価結果等への対応状況

経常収益

常勤職員の年代別構成

役員平均年収（千円）

収
益
等
状
況

平成26年度

▲ 984

87,101

借入金残高

当期一般正味財産増減額

区　　　分
平成26年度 平成27年度 平成28年度 前年度

増減
増減理由

県派遣 県ＯＢ 県派遣 県ＯＢ 県派遣 県ＯＢ

役
員

常勤役員 1 1 1 1 1 1

非常勤役員 15 1 16 1 16

計 16 2 17 2

1

9 8

2 17

7

非常勤職員 1 1

▲ 1 1名退定年退職

1

25 2 1名再雇用、1名新規事業に伴う県OB採用

計 13 12

臨時職員

1

職
員

常勤職員

▲ 1,527,095 ▲ 25,885 124,174

項　　　　　目

1

経常外増減額

3

財務分析指標

2

2

平成27年度

5

一般社団法人　青森県畜産協会

20代 30代 40代 50代 60代～

13

13

プロパー職員勤続年数

18.4

4,458,769

▲ 16,893 ▲ 5,890

3,015,466

6,846,412

平均年齢

41.7

▲ 125,158

受託事業収入※イ

負担金　※ウ

交付金　※エ

貸付金　※オ

損失補償残高

運営費（人件費含む）

減免額（土地・施設等
使用料等）※キ

債務保証残高

補助金※ア

事業費　

経常費用

経常増減額

一般正味財産期末残高

1,510,202

5,245 8,074 5,808

2,890,308

10,000

4,438,774

- 職員平均年収（千円） 4,533

平成25年度

10,000

81,210

19,995

80,226

県財政関与率

5,336,210

左に係る県所管課の意見・評価〔県所管課記入〕

県
費
等
受
入
状
況

これまでの経営評価結果等 対応状況〔法人記入〕

無利子借入金による利
息軽減額※カ

平成26年度

100.45

受託等収入率 受託等収入/経常収益 0.18

財
務
構
造

正味財産比率

補助金収入率

総資産当期経常増減率

経常比率

算出方法 平成25年度

借入金比率

10,000

人件費/経常費用

平成27年度

▲ 2.23当期経常増減額/資産計 54.07

正味財産/資産計 14.50 10.80 1.64

経常収益/経常費用 128.30 95.85

左のア～キの計/経常収益 0.08 0.18 0.20

補助金収入/経常収益 35.62 48.76 61.22

1.58

0.37 0.69

0.49

115.60

0.98 1.32

借入金残高/資産計 0.36

効
率
性

管理費比率 管理費/経常費用 1.01

人件費比率 1.34

　平成２７年度は、肉用牛肥育経営安定特別対策事業の積立単価の引き下げにより、
積立金及び積立補助金が減少した。その他の補助・委託事業については増加している。
　また、正味財産増減額が大きく減少したのは、肉用子牛補給金制度の業務対象年間
の切換に伴い、正味財産に含まれていた生産者積立金及び生産者準備金の返還を
行ったためであり、運営に影響を与えるものではない。
　受取手数料など自主財源は横ばいであるが、中央団体・県からの受託事業を積極的
に実施するなど、引き続き経営改善に努めている。

0.25 0.18

財務の状況についての法人の分析〔法人コメント〕

2.29
財
務
健
全
性

流動比率 流動資産/流動負債 104.47 108.01

　理事会及び総会に移行を計画的に進める報告を行った。移行に
は多大な事務が伴うこと、更に移行してからの管理・届出などの
事務が常時生じることから、担当者の確保と育成が課題となる。
また、仮に本業務を税理士法人等に委託した場合、初期経費と毎
年度の必要経費に多大な負担が掛かることも課題である。

　公益認定への移行にあたっては、財政基盤の安定と職員の経
理能力向上が必要であるため、各種の研修等に積極的に職員を
派遣させるなど、人材確保に向けた重点的な取組みが必要であ
る。

財務基盤の強化に向けた取組状況について 　平成27年度に協会が自主的に策定した「中期経営改善計画」に
基づき、引き続き経費の節減に努めるとともに、これまで以上に補
助・委託事業に積極的に取り組むなど財源確保に努めるほか、職
員の意識づくりにも継続的に取り組むなど、財政基盤を安定させ
ていく必要がある。

　Ｈ27年度自主的に「中期経営改善計画」を策定し、財源確保の
ため、給与削減などの歳出抑制と新たな補助・委託事業などの歳
入確保に積極的に取り組んできた。その結果、Ｈ26年度をベース
として歳出抑制で275万円減額、歳入確保で約880万円増額した。
また、Ｈ27年度当期一般正味財産増減額については、見直し後の
中期経営計画▲3,828千円を▲985千円まで圧縮した。

中期経営改善計画の確実な達成に向けた取
組状況について
（PDCAサイクルを活用した取組状況を含む）

　中期経営計画に加え、Ｈ２７年度自主的に「中期経営改善計画」
を策定し、①持続可能な財政基盤の強化、②柔軟で意欲的な発
想で業務執行に当たるための職員の意識づくり、③畜産経営の
安定と生産性向上のための支援・指導の強化を図ることとしてお
り、その推進に当たっては理事会及び県の意見を踏まえ、ＰＤＣＡ
サイクルを活用して取組状況の点検と必要な見直しを講じ、着実
に進めている。

　中長期的な視点にたち、持続的な協会運営のためには、「中期
経営改善計画」の②柔軟で意欲的な発想で業務執行に当たるた
めの職員の意識づくりが不可欠であることから、職員の技術向上
等のスキルアップ研修等に取り組む必要がある。また、業務間の
配置転換等により、組織の活性化を図ることを検討する必要があ
る。

公益認定に向けた取組状況について



７　評点集計（経営評価指標）

　中期経営計画に加え、Ｈ２７年度自主的に「中期経営改善計画」を
策定し、①持続可能な財政基盤の強化、②柔軟で意欲的な発想で業
務執行に当たるための職員の意識づくり、③畜産経営の安定と生産
性向上のための支援・指導の強化を図ることとしており、その推進に
当たっては理事会及び県の意見を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルを活用し
て取組状況の点検と必要な見直しを講じ、着実に進めることとしてい
る。

　当協会の行う業務は畜産の経営相談等、専門性が高いことから、
職員の意欲や責任感、専門性等を高め、高度化する業務需要に柔
軟かつ自律的に対応できる職員を育成するため、国及び中央団体が
行う研修に積極的に参加する。また、今後とも内部統制などの充実を
図っていく。

　経営状況を踏まえ、人件費が高まらないように給与削減を継続して
いる。また、財政基盤の強化のため歳出抑制と歳入確保に積極的に
取り組んでいる。加えて業務の増加は嘱託及び臨時職員で対応して
いる。
　経費節減の取組は職員に浸透しており、今後も継続していく。

　一般正味財産額が減少傾向にあることから､引き続き経営の健全
化に努めていくこととしている。借入金については、年度末における
補助金等の精算額が入金するまでの運転資金である。

財務状況の健全性 ○

計　画　性 ○

　財源の多くが、各種の補助事業及び委託事業であり、引き
続き積極的な事業実施が求められる。
　また、自主財源の確保に努め、財務状況の健全性を保つ
ような取組が求められる。

経営の効率性 ○

　人件費総額については、中長期的なシミュレーションを実
施し、適正な人件費水準を見極め、引き続き経費削減に取
り組む必要がある。
　また、各項目ごとの支出額を分析し、削減目標を設定する
などの取組が必要である。

組織運営の健全性 ○

　中長期的な協会運営のためには、人材育成が必要不可欠
であることから、職員の技術向上等のスキルアップが必要で
ある。
　また、業務間の配置転換等により、組織の活性化を図るな
どの措置も検討する必要がある。

　協会が自ら策定した「中期経営改善計画」に基づき、計画
と実績の差異分析をはじめ協会運営の点検と改善を継続し
て行うことが必要である。

　当協会は、国や県の業務を補完する立場として、国や県の各種補
助・委託事業を活用した業務を行っており、今後も業務の効率化を図
り事業の円滑な推進を行う。

評価項目 法人の自己評価（経営概況、経営上の課題・対策等）

県所管課の評価

評価 意見等

目的適合性 ○

　畜産農家の高齢化や担い手不足、配合飼料価格の高止
まりなど、畜産経営を取り巻く現状は厳しさを増しているが、
国や県等が行う経営支援対策に係る補助・委託事業等を積
極的に実施するなど、畜産経営の新たなニーズに対応しな
がら事業を展開している。

財務状況の健全性 20 14 70.00

持続的・安定的な法人の運営を行うためには、経営基盤を強化し、財務面での健全性を確保していく
必要がある。
○自主財源が確保され、安定的に収益が確保される健全な財務体質であるか。
○借入金の規模が適正な水準であり、かつ、適正に返済されているか。

合　　計 135 108 80.00

組織運営の健全性 40 32 80.00

法人の出資金等に県の公金が含まれていること等から、より効果的・効率的な組織・財務等における
内部管理体制等の確立が求められる。
○自律した事業主体として内部統制等が確立されているか。
○持続可能な事業運営のために人材育成等が図られているか。

経営の効率性 25 20 80.00

持続的・安定的に法人の運営を行うためには、経営環境の変化等に対応しつつ、不断の経営の効率
化に努めていく必要がある。
○経費の節減、収入確保等が図られているか。
○人的・物的な経営資源が有効活用されているか。

目的適合性 16 15 93.75

「公社等」として、現時点において、当初の設立目的あるいは公共的・公益的目的に適合した事業を
行っているか再確認が必要である。
○法人が現在行っている事業と設立当初の目的等が適合しているか。
○社会経済情勢等の変化に対応するため事業の検証・見直しが行われているか。

計　画　性 34 27 79.41

効率的な法人運営及び健全な経営を維持していくためには、経営資源、外部環境を把握し、計画的
に運営していくことが必要である。
○自主的・自律的な法人運営を行うための中期的なビジョン（計画）を有しているか。
○計画の達成状況等を検証し、適切・迅速に経営改善等が図られる仕組み（ＰＤＣＡサイクル）となっ
ているか。

一般社団法人　青森県畜産協会

評価項目
対象指標 法人評価

《評価項目：評価の視点》

評点数 評点数 得点率



参考　財務情報

①　正味財産増減計算書 （単位：千円、％）

②　貸借対照表 （単位：千円、％）

③　借入金の状況 ④　債務保証・損失補償の状況

87.42

評価損益調整前当期経常増減額 1,510,202 19,995 ▲ 125,158

2,760,500

一般社団法人　青森県畜産協会

2,890,308

平成27年度 対前年度比区分 平成25年度 平成26年度

基本財産運用益

64.82経常収益計 6,846,412

―

（うち長期借入金）

金融機関

評価損益等

資産合計 2,793,302 4,065,437 5,623,893

4,458,769

区分 平成25年度

計

他の地方公共団体

債務保証の内容

損失補償に係る
債務残高

県

国

10,000 10,000 10,000 100.00

前年度末
借入金残高 その他 他の地方公共団体

県

国

計10,000

平成26年度 平成27年度

（うち基本財産への充当額）

区分 平成25年度

69,054（うち特定資産への充当額）

その他 10,000 10,000 10,000

10,000 10,000 10,000

債務保証に係る
債務残高

損失補償の内容

県

10,000 10,000 10,000

10,000 10,000 10,000

10,000 10,000 10,000

当該年度
借入金残高

県

金融機関

計

10,000 10,000

県
当該年度
借入額（新規）

金融機関

その他

当該年度
元金償還額

県

金融機関

その他

計

193 50.13

区分 平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業収益 12,255 16,595 19,916

2,395,336 2,132,278 1,744,419

53,645

（うち有利子負債の額）

120.01

1,037,683

特定資産運用益 537 385

その他収益 4,349,189 2,218,615 46.77

受取補助金等 81.81

96.92受取負担金

経
常
費
用

事業費 2,192,601 1,634,750 562,302 34.40

管理費 43,524 39,872 91.61

（うち役員人件費） 3,711 4,093 4,125 100.78

その他 3,089,964 2,413,292

（うち減価償却費） 2,131 504 504 100.00

（うち職員人件費） 67,899 66,162 65,014 98.26

当期経常増減額 1,510,202 19,995 ▲ 125,158 ―

経常費用計 5,336,210 4,438,774 3,015,466 67.93

経常外収益 175,932 1,138 441,656 38809.84

当期経常外増減額 ▲ 1,527,095 ▲ 25,885 124,174

―

経常外費用 1,703,027 27,023 317,482 1174.86

―

当期一般正味財産増減額 ▲ 16,893

経
常
外
増

減
の
部

一般正味財産期末残高 87,101 81,210

40,929 39,871 ▲ 345,472

一
般
正
味
財
産
の
部

経
常
増
減
の
部

▲ 5,890 ▲ 984

―

当期指定正味財産期末残高

経
常
収
益

317,801 357,672 12,200

正味財産期末残高 404,902 438,882 92,426 21.06

80,226 98.79
指
定
正
味
財

産
増
減
の
部

当期指定正味財産増減額

3.41

平成26年度 平成27年度 対前年度比

資
産
の
部

流動資産 220,775 202,564 187,105 92.37

（うち基本財産）

固定資産 2,572,527 3,862,873 5,436,788 140.74

140.84

（うちその他の固定資産） 8,606 8,103 7,599 93.78

（うち特定資産） 2,563,921 3,854,770 5,429,189

負
債
の
部

流動負債 211,335 187,534 161,860 86.31

（うち短期借入金）

固定負債 2,177,065 3,439,020 5,369,607 156.14

138.33

3.41

（うち基本財産への充当額）

負債合計 2,388,400 3,626,554 5,531,467 152.53

317,801 317,801 　 ―

100.0010,000 10,000 10,000

357,672 12,200

一般正味財産 87,101 81,210 80,226 98.79

（うち特定資産への充当額）

138.33

81.58

正味財産合計 404,902 438,882 92,426 21.06

58,077 47,382

89,095 90,896 88,097

負債及び正味財産合計 2,793,302 4,065,436 5,623,893

正
味
財
産
の
部

指定正味財産 317,801


